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２  用地調査等の業務範囲は次のとおりとする。 ２  用地調査等の業務範囲は次のとおりとする。

第６  建物等の調査 第６  建物等の調査
４  建物の調査 ４  建物の調査

表6-5　（略） 表6-5　（略）
注１　（略） 注１　（略）

注２　本表は、石綿調査算定要領（平成24年３月30日付け国土用第50号土地・建設産業局地価調査課
　　長通知。以下「石綿要領」という。）第３条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成を含
　　む。ただし、分析調査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれ
　　ないことから、必要に応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

注２　本表は、石綿調査算定要領（平成24年３月30日付け国土用第50号土地・建設産業局地価調査課
　　長通知。以下「石綿要領」という。）第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成を含
　　む。ただし、分析調査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれ
　　ないことから、必要に応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

　　・石綿要領第６条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用 　　・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用
　　・石綿要領第７条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要す
　　  る費用

　　・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要する
　　　費用

  
表6-7　（略） 表6-7　（略）
注１　（略） 注１　（略）
注２　本表は、石綿要領第３条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成含む。ただし、分析調査
　　は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれないことから、必要に
　　応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

注２　本表は、石綿要領第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成含む。ただし、分析調査
    は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれないことから、必要に
    応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

　　・石綿要領第６条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用 　　・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用
　　・石綿要領第７条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要す
　　  る費用

　　・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要する
　　　費用

表6-11　構造計算を行う場合　（略） 表6-11　構造計算を行う場合　（略）
注１　（略） 注１    （略）
注２　本表は、石綿要領第３条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成を含む。ただし、分析調
　　査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれないことから、必要
　　に応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

注２　本表は、石綿要領第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成を含む。ただし、分析調
　　査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれないことから、必要
　　に応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

　　・石綿要領第６条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用 　　・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用
　　・石綿要領第７条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要す
　　  る費用

　　・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要する
　　　費用

  ６  工作物の調査   ６  工作物の調査

表6-17　（略） 表6-17　（略）
注１　（略） 注１　（略）
注２　本表は、石綿要領第３条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成を含む。ただし、分析調
　　査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれないことから、必要
　　に応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

注２　本表は、石綿要領第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成を含む。ただし、分析調
　　査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれないことから、必要
　　に応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

　　・石綿要領第６条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用 　　・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用
　　・石綿要領第７条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要す
　　  る費用

　　・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要する
　　　費用

表6-21　（略） 表6-21　（略）
注１　（略） 注１　（略）
注２　本表は、石綿要領第３条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成を含む。ただし、分析調
　　査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれないことから、必要
　　に応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

注２　本表は、石綿要領第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成を含む。ただし、分析調
　　査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれないことから、必要
　　に応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

　　・石綿要領第６条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用 　　・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用
　　・石綿要領第７条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要す
　　  る費用

　　・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要する
　　　費用

用地調査等業務費積算基準 新旧対照表

1 第 4 共通 12 第 15 裁決申請図書等の作成 

2 第 5 権利調査 13 第 16 明渡裁決申立図書等の作成 

3 第 6 建物等の調査 14 第 17 地盤変動影響調査等 

4 第 7 営業その他の調査    

5 第 8 予備調査  

6 第 9 移転工法案の検討 

7 第 10 再算定業務 

8 第 11 土地評価 

9 第 12 補償説明 

10 第 13 消費税等調査 

11 第 14 事業認定申請図書等の作成 

 

1 第 4 共通 11 第 14 裁決申請図書等の作成 

2 第 5 権利調査 12 第 1５ 明渡裁決申立図書等の作成 

3 第 6 建物等の調査 13 第 16 地盤変動影響調査等 

4 第 7 営業その他の調査    

5 第 8 予備調査  

6 第 9 移転工法案の検討 

7 第 10 再算定業務 

8 第 11 土地評価 

9 第 12 消費税等調査 

10 第 13 事業認定申請図書等の作成 
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表6-25　（略） 表6-25　（略）
注１～３  （略） 注１～３  （略）
注４　本表は、石綿要領第３条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成を含む。ただし、分析調
　　査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれないことから、必要
　　に応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

注４　本表は、石綿要領第４条に規定する石綿調査（調査表及び図面の作成を含む。ただし、分析調
　　査は除く。）を含んだ歩掛である。ただし、以下については本歩掛に含まれないことから、必要
　　に応じて、別途見積等を徴収して対応するものとする。

　　・石綿要領第６条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用 　　・同要領第７条に規定する分析調査費用に関する専門機関からの見積に要する費用
　　・石綿要領第７条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要す
　　  る費用

　　・同要領第８条に規定する対象石綿の除去処分費用を算定する際の専門業者からの見積に要する
　　　費用

　（削る） 第１２  補償説明

　　　補償説明とは、公共事業に必要となる土地等の取得等に伴う用地取得又は建物等の移転等の対
　　象となる権利者に対し、土地の評価（残地補償を含む。）の方法及び建物等の補償方針及び補償
　　額の算定内容の説明を行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１２－１の区分によ
　　るものとする。
　　　なお、この場合の歩掛は、受注者が２名以上の編成で行うことを前提としたものである。

　（削る） 表１２－１

　（削る） 注  補償説明等に係る直接人件費の積算に当たっての補正率は、表１２－２により行うものとする。
　（削る） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表１２－２

　（削る） １  打合せ協議
　　　中間打合せの回数は、３回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。

　（削る） ２  現地踏査
　　　現地踏査の費用の内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これ
　　に要する直接人件費の積算は、表１２－３により行うものとする。

　（削る） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表１２－３

　（削る） ３  概況ヒアリング等
　　　概況ヒアリング等は、概況ヒアリング及び補償対象となる権利者と面接し補償説明を行うこと
　　についての協力依頼を行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１２－４により行う
　　ものとする。

　（削る） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表１２－４

　（削る） 注１～注３　（略）

　（削る） ４  説明資料の作成等
　　　説明資料の作成等は、権利者ごとの処理方針の検討、補償内容等の確認、説明資料の作成等を
　　　行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１２－５により行うものとする。

区 分 判 断 基 準 

 
補 償 説 明 等

イ 

(1) 土地のみのもの。 

(2) 土地に囲障等の簡易な附帯工作物又は立竹木が存するもの。 

(3) 土地に土地所有者以外の者が所有する野立看板等が存するもの。ただし、この場合の権利

者数は１名とする。 

補 償 説 明 等

ロ 

(1) 土地に機械設備、生産設備、庭園等が存するもの。 

(2) 機械設備、生産設備等が存するもの。 

(3) 居住の用に供されている借家人に係るもの。 

補 償 説 明 等

ハ 

(1) 土地、建物を所有している補償に係るもの。 

(2) 居住用以外の用（住居用併用を含む。）に供している借家人に係るもの。 

補 償 説 明 等

ニ 

(1) 土地、建物を所有し、営業を行っている（住居併用を含む）補償に係るもの。 

 

区 分 イ ロ ハ ニ 

補 正 率 0.50 0.80 1.00 1.30 

 

種   目 単 位 規 模 職 種 外  業 備 考 

現 地 踏 査 業 務 ─ 

主任技師 0.54 人  
技 師 Ａ  0.54 人 
技 師 Ｂ 0.54 人 

 

 
 

種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

概 況 

ヒ ア リ ン グ 等 
権利者 ― 

主任技師 ― 0.06  0.06 人  
技 師 Ａ 0.08  0.06  0.14 人 
技 師 Ｃ 0.08  0.06  0.14 人 
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　（削る） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表１２－５

　（削る） 注１～注２　（略）

　（削る） ５  補償説明
　　　補償説明は、土地、物件調書の配布、補償内容等の説明、記録簿の作成等を行うものとし、こ
　　れに要する直接人件費の積算は、表１２－６により行うものとする。

　（削る） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表１２－６

　（削る） 注１～注４　（略）

種   目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

説 明 資 料 等 

の 作 成 
権利者 ― 

主任技師 ― 0.06  0.06 人  
技 師 Ａ ― 0.17  0.17 人 
技 師 Ｃ ― 0.31  0.31 人 

 

種   目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

補 償 説 明 権利者 ― 

主任技師 ― 0.10  0.10 人  
技 師 Ａ 1.97  0.10  2.07 人 
技 師 Ｃ 1.97  0.58  2.55 人 

 

第１３  消費税等調査 

消費税等調査とは、土地等の権利者等の補償額の算定に当たり、消費税等の額の補償額への加算の要否又は消費税等

相当額の補償の要否の調査及び判定を行うことをいう。 

 
１  打合せ協議 

中間打合せは計上しないことを標準とするが、必要に応じて打合せ回数を計上する。 
 

２  消費税等調査 
(1) 営業調査等を伴わない事業者 

 
 

表１３－１ 
 

種 目 単 位 規 模 職 種 
外  業 内  業 

計 備 考 
調  査 図面等 算  定 

消 費 税 等

調   査 
事業者 ─ 

技 師 Ａ 0.15 
0.15 

0.09 
0.13 

─ 

─ 

0.24 人 

0.28 人 

 
技 師 Ｂ 

 
(2) 営業調査等を伴う事業者（営業補償対象者）  

表１３－２ 
 

種 目 単  位 規  模 職 種 
外  業 内  業 

計 備  考 
調  査 図面等 算  定 

消 費 税 等

調   査 
事業者 ─ 

技 師 Ａ  0.06 
0.06 

0.09 
0.13 

─ 

─ 

0.15 人 

0.19 人 

 
技 師 Ｂ 

第１２  消費税等調査 

消費税等調査とは、土地等の権利者等の補償額の算定に当たり、消費税等の額の補償額への加算の要否又は消費税等

相当額の補償の要否の調査及び判定を行うことをいう。 

 
１  打合せ協議 

中間打合せは計上しないことを標準とするが、必要に応じて打合せ回数を計上する。 
 

２  消費税等調査 
(1) 営業調査等を伴わない事業者 

 
 

表１２－１ 
 

種 目 単 位 規 模 職 種 
外  業 内  業 

計 備 考 
調  査 図面等 算  定 

消 費 税 等

調   査 
事業者 ─ 

技 師 Ａ 0.15 
0.15 

0.09 
0.13 

─ 

─ 

0.24 人 

0.28 人 

 
技 師 Ｂ 

 
(2) 営業調査等を伴う事業者（営業補償対象者）  

表１２－２ 
 

種 目 単  位 規  模 職 種 
外  業 内  業 

計 備  考 
調  査 図面等 算  定 

消 費 税 等

調   査 
事業者 ─ 

技 師 Ａ  0.06 
0.06 

0.09 
0.13 

─ 

─ 

0.15 人 

0.19 人 

 
技 師 Ｂ 
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第１４  事業認定申請図書等の作成 

事業認定申請図書等の作成は、土地収用法（昭和 26 年法律第 219 号。以下「法」という。）第 16 条に規定する事業 
の認定を受けることを前提として、法第 18 条の規定による事業認定申請書及び添付書類（関係機関への意見照会書類

を含む。）並びにこれに関連する参考資料の作成とし、次の区分によるものとする。 
① 相談用資料作成 

起業者が事業認定庁に対する事前相談を行うための事業認定申請図書（案）を作成するもの 
② 申請図書作成 

起業者が行う事業認定庁への事前相談の開始に伴い、相談用資料の更新、補足等を行い事業認定申請図書（案）を

作成するもの 

 
①  相談用資料作成 

 
１  打合せ協議 

中間打合せの回数は、３回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。 
 

２  現地踏査 
現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算

は、表１４－１－１により行うものとする。 
表１４－１－１ 

種   目 単 位 規 模 職 種 外  業 備 考 

現 地 踏 査 業 務 ─ 
主任技師 0.95 人  
技 師 Ａ 0.95 人 
技 師 Ｂ 0.95 人 

 
３  現地調査等 

現地調査等は、相談用資料作成に必要となる対象区間又は区域の調査等で、主として次の項目について行うものとし、これ

に要する直接人件費の積算は、表１４－１－２により行うものとする。 
(1) 法第 4 条地等管理台帳調査 

(2) 法第 4 条地等物件調査 

(3) 土地面積の概数積算 

(4) 法第 4 条地面積等の積算 

(5) その他必要と認められる事項の調査及び整理、まとめ 

表１４－１－２ 
種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

現 地 調 査 等 業  務 ─ 
主任技師 0.91 0.66 1.57 人  
技 師 Ａ 1.83 2.07 3.90 人 

技 師 Ｂ 1.83 2.07 3.90 人 

 
４  資料の収集及び作成 

資料の収集及び作成は、当該事業に係る資料の収集、整理、補足資料の作成等で主として次の項目について行うもの

とし、これに要する直接人件費の積算は、表１４－１－３により行うものとする。 
(1) 計画内容に係るもの 

(2) 公益性等に係るもの 

(3) 現状写真及び当該工事進捗状況に係るもの 

(4) その他の資料の収集及び作成 

第１３  事業認定申請図書等の作成 

事業認定申請図書等の作成は、土地収用法（昭和 26 年法律第 219 号。以下「法」という。）第 16 条に規定する事業 
の認定を受けることを前提として、法第 18 条の規定による事業認定申請書及び添付書類（関係機関への意見照会書類

を含む。）並びにこれに関連する参考資料の作成とし、次の区分によるものとする。 
① 相談用資料作成 

起業者が事業認定庁に対する事前相談を行うための事業認定申請図書（案）を作成するもの 
② 申請図書作成 

起業者が行う事業認定庁への事前相談の開始に伴い、相談用資料の更新、補足等を行い事業認定申請図書（案）を

作成するもの 

 
①  相談用資料作成 

 
１  打合せ協議 

中間打合せの回数は、３回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。 
 

２  現地踏査 
現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算

は、表１３－１－１により行うものとする。 
表１３－１－１ 

種   目 単 位 規 模 職 種 外  業 備 考 

現 地 踏 査 業 務 ─ 
主任技師 0.95 人  
技 師 Ａ 0.95 人 
技 師 Ｂ 0.95 人 

 
３  現地調査等 

現地調査等は、相談用資料作成に必要となる対象区間又は区域の調査等で、主として次の項目について行うものとし、これ

に要する直接人件費の積算は、表１３－１－２により行うものとする。 
(1) 法第 4 条地等管理台帳調査 

(2) 法第 4 条地等物件調査 

(3) 土地面積の概数積算 

(4) 法第 4 条地面積等の積算 

(5) その他必要と認められる事項の調査及び整理、まとめ 

表１３－１－２ 
種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

現 地 調 査 等 業  務 ─ 
主任技師 0.91 0.66 1.57 人  
技 師 Ａ 1.83 2.07 3.90 人 

技 師 Ｂ 1.83 2.07 3.90 人 

 
４  資料の収集及び作成 

資料の収集及び作成は、当該事業に係る資料の収集、整理、補足資料の作成等で主として次の項目について行うもの

とし、これに要する直接人件費の積算は、表１３－１－３により行うものとする。 
(1) 計画内容に係るもの 

(2) 公益性等に係るもの 

(3) 現状写真及び当該工事進捗状況に係るもの 

(4) その他の資料の収集及び作成 
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表１４－１－３ 
種   目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

資 料 の 収 集 

及 び 作 成 
業 務 ─ 

主任技師 ─ 0.87  0.87 人  
技 師 Ａ 2.76  6.02  8.78 人 
技 師 Ｂ 2.76  6.02  8.78 人 

 
５  調書等の作成 

調書等の作成は、相談用資料として、主として次の調書を作成するものとし、これに要する直接人件費の積算は、表 
１４－１－４により行うものとする。 
(1) 事業認定申請書（案） 

(2) 事業計画書 

(3) 関連事業に関する協議書（案） 

(4) 法第 4 条地の調査及び管理者の意見書（案） 

(5) 法令制限地に係る権限を有する行政機関の意見書（案） 

(6) 免許・許認可等があったことを証明する書面又は行政機関の意見書（案） 

(7) その他必要な書面等 

表１４－１－４ 
種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

調 書 等 の 作 成 業  務 ─ 
主任技師 ─ 1.47  1.47 人  
技 師 Ａ ─ 10.73  10.73 人 
技 師 Ｂ ─ 10.73  10.73 人 

 
６  添付図面の作成 

添付図面の作成は、事業認定申請図書に添付を要する図面として、次に掲げるものから必要と認められる図面を認定

し、これに要する直接人件費の積算を行うものとし、この場合の積算は次式による。 
添付図面作成の直接人件費 ＝（必要と認めた図面の種類数  ×  添付図面作成費） 
(1) 起業地表示図 

(2) 法第 4 条地表示図 

(3) 関連事業表示図 

(4) 法第 4 条地管理者意見照会添付図 

(5) 起業地計画図等 

(6) 法令制限地表示図 

(7) 許認可等土地表示図 

(8) 参考資料として必要な図面 

(9) その他必要と認められる図面 

表１４－１－５ 
種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

添付図面作成 種  類 ─ 

主任技師 ─ 0.28  0.28 人  
技 師 Ａ ─ 0.92  0.92 人 
技 師 Ｄ ─ 4.64  4.64 人 

 
７  対象事業及び規模による補正 

相談用資料作成の直接人件費の積算に当たっては、当該事業及び規模によって、表１４－１－６の補正を行うものと

する。この場合の対象項目は、３現地調査等、４資料の収集及び作成、５調書等の作成及び６添付図面の作成とする。

なお、この区間は「申請起業地区間」を原則とするが、必要に応じて「全体計画の区間」とすることができるものと 
する。 
ただし、全体計画の区間で補正できる項目は、４資料の収集及び作成に限定するものとする。 

表１４－１－６ 
（１）道路、河川、鉄道、その他これらに類し、区間(線)を事業認定申請対象とするもの。 
事業認定の対

象となる距離 

 
2.0km 未満 

2.0km 以上 

4.0km 未満 

4.0km 以上 

6.0km 未満 

6.0km 以上 

8.0km 未満 

8.0km 以上 

12.0km 未満 

補  正  率 0.80 1.00 1.40 1.70 2.20 

表１３－１－３ 
種   目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

資 料 の 収 集 

及 び 作 成 
業 務 ─ 

主任技師 ─ 0.87  0.87 人  
技 師 Ａ 2.76  6.02  8.78 人 
技 師 Ｂ 2.76  6.02  8.78 人 

 
５  調書等の作成 

調書等の作成は、相談用資料として、主として次の調書を作成するものとし、これに要する直接人件費の積算は、表 
１３－１－４により行うものとする。 
(1) 事業認定申請書（案） 

(2) 事業計画書 

(3) 関連事業に関する協議書（案） 

(4) 法第 4 条地の調査及び管理者の意見書（案） 

(5) 法令制限地に係る権限を有する行政機関の意見書（案） 

(6) 免許・許認可等があったことを証明する書面又は行政機関の意見書（案） 

(7) その他必要な書面等 

表１３－１－４ 
種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

調 書 等 の 作 成 業  務 ─ 
主任技師 ─ 1.47  1.47 人  
技 師 Ａ ─ 10.73  10.73 人 
技 師 Ｂ ─ 10.73  10.73 人 

 
６  添付図面の作成 

添付図面の作成は、事業認定申請図書に添付を要する図面として、次に掲げるものから必要と認められる図面を認定

し、これに要する直接人件費の積算を行うものとし、この場合の積算は次式による。 
添付図面作成の直接人件費 ＝（必要と認めた図面の種類数  ×  添付図面作成費） 
(1) 起業地表示図 

(2) 法第 4 条地表示図 

(3) 関連事業表示図 

(4) 法第 4 条地管理者意見照会添付図 

(5) 起業地計画図等 

(6) 法令制限地表示図 

(7) 許認可等土地表示図 

(8) 参考資料として必要な図面 

(9) その他必要と認められる図面 

表１３－１－５ 
種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

添付図面作成 種  類 ─ 

主任技師 ─ 0.28  0.28 人  
技 師 Ａ ─ 0.92  0.92 人 
技 師 Ｄ ─ 4.64  4.64 人 

 
７  対象事業及び規模による補正 

相談用資料作成の直接人件費の積算に当たっては、当該事業及び規模によって、表１３－１－６の補正を行うものと

する。この場合の対象項目は、３現地調査等、４資料の収集及び作成、５調書等の作成及び６添付図面の作成とする。

なお、この区間は「申請起業地区間」を原則とするが、必要に応じて「全体計画の区間」とすることができるものと 
する。 
ただし、全体計画の区間で補正できる項目は、４資料の収集及び作成に限定するものとする。 

表１３－１－６ 
（１）道路、河川、鉄道、その他これらに類し、区間(線)を事業認定申請対象とするもの。 
事業認定の対

象となる距離 

 
2.0km 未満 

2.0km 以上 

4.0km 未満 

4.0km 以上 

6.0km 未満 

6.0km 以上 

8.0km 未満 

8.0km 以上 

12.0km 未満 

補  正  率 0.80 1.00 1.40 1.70 2.20 
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（２）ダム、飛行場、その他これらに類し、区域（面）を事業認定申請の対象とするもの。 
事業認定の対

象となる面積 

 
50ha 未満 

50ha 以上 

70ha 未満 

70ha 以上 

100ha 未満 

100ha 以上 

150ha 未満 

150ha 以上 

250ha 未満 

補  正  率 2.40 3.00 3.70 4.90 6.70 
 

（３）学校、庁舎、その他これらに類し、区域（面）を事業認定申請の対象とするもの。 
事業認定の対

象となる面積 

 
3,000 ㎡未満 

3,000 ㎡以上 

5,000 ㎡未満 

5,000 ㎡以上 

10,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 

15,000 ㎡未満 

15,000 ㎡以上 

25,000 ㎡未満 

補  正  率 0.40 0.60 0.90 1.20 1.70 
 

８  関連事業の有無による補正 
相談用資料作成の直接人件費の積算に当たっては、関連事業の有無によって、表１４－１－７の補正を行うものとす

る。この場合の対象項目は、３現地調査等、４資料の収集及び作成、５調書等の作成及び６添付図面の作成とする。 
表１４－１－７ 

関連事業 あ  り な  し 

補 正 率 1.20 1.00 
 
②  申請図書作成 

 
１  打合せ協議 

中間打合せ回数は、１回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。 
 

２  現地踏査 
現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算

は、表１０－１－８により行うものとする。 
表１４－１－８ 

種   目 単 位 規 模 職 種 外  業 備 考 

現 地 踏 査 業 務 ─ 
主任技師 0.36 人  
技 師 Ａ 0.36 人 
技 師 Ｂ 0.36 人 

 
３  現地調査等 

現地調査等は、申請図書作成に必要となる対象区間又は区域の調査等で、主として次の項目について行うものとし、

これに要する直接人件費の積算は、表１４－１－９により行うものとする。 
(1) 法第 4 条地等管理台帳調査 

(2) 法第 4 条地等物件調査 

(3) 土地面積の概数積算 

(4) 法第 4 条地面積等の積算 

(5) その他必要と認められる事項の調査及び整理、まとめ 

表１４－１－９ 
種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

現 地 調 査 等 業  務 ─ 
主任技師 0.59 0.42 1.01 人  
技 師 Ａ 1.19 0.48 1.67 人 

技 師 Ｂ 1.19 0.48 1.67 人 

 
４  資料の収集及び作成 

資料の収集及び作成は、当該事業に係る資料の収集、整理、補足資料の作成等で主として次の項目について行うもの

とし、これに要する直接人件費の積算は、表１４－１－１０により行うものとする。 
(1) 計画内容に係るもの 

 
（２）ダム、飛行場、その他これらに類し、区域（面）を事業認定申請の対象とするもの。 
事業認定の対

象となる面積 

 
50ha 未満 

50ha 以上 

70ha 未満 

70ha 以上 

100ha 未満 

100ha 以上 

150ha 未満 

150ha 以上 

250ha 未満 

補  正  率 2.40 3.00 3.70 4.90 6.70 
 

（３）学校、庁舎、その他これらに類し、区域（面）を事業認定申請の対象とするもの。 
事業認定の対

象となる面積 

 
3,000 ㎡未満 

3,000 ㎡以上 

5,000 ㎡未満 

5,000 ㎡以上 

10,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 

15,000 ㎡未満 

15,000 ㎡以上 

25,000 ㎡未満 

補  正  率 0.40 0.60 0.90 1.20 1.70 
 

８  関連事業の有無による補正 
相談用資料作成の直接人件費の積算に当たっては、関連事業の有無によって、表１３－１－７の補正を行うものとす

る。この場合の対象項目は、３現地調査等、４資料の収集及び作成、５調書等の作成及び６添付図面の作成とする。 
表１３－１－７ 

関連事業 あ  り な  し 

補 正 率 1.20 1.00 
 
②  申請図書作成 

 
１  打合せ協議 

中間打合せ回数は、１回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。 
 

２  現地踏査 
現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算

は、表１３－１－８により行うものとする。 
表１３－１－８ 

種   目 単 位 規 模 職 種 外  業 備 考 

現 地 踏 査 業 務 ─ 
主任技師 0.36 人  
技 師 Ａ 0.36 人 
技 師 Ｂ 0.36 人 

 
３  現地調査等 

現地調査等は、申請図書作成に必要となる対象区間又は区域の調査等で、主として次の項目について行うものとし、

これに要する直接人件費の積算は、表１３－１－９により行うものとする。 
(1) 法第 4 条地等管理台帳調査 

(2) 法第 4 条地等物件調査 

(3) 土地面積の概数積算 

(4) 法第 4 条地面積等の積算 

(5) その他必要と認められる事項の調査及び整理、まとめ 

表１３－１－９ 
種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

現 地 調 査 等 業  務 ─ 
主任技師 0.59 0.42 1.01 人  
技 師 Ａ 1.19 0.48 1.67 人 

技 師 Ｂ 1.19 0.48 1.67 人 

 
４  資料の収集及び作成 

資料の収集及び作成は、当該事業に係る資料の収集、整理、補足資料の作成等で主として次の項目について行うもの

とし、これに要する直接人件費の積算は、表１３－１－１０により行うものとする。 
(1) 計画内容に係るもの 
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(2) 公益性等に係るもの 

(3) 現状写真及び当該工事進捗状況に係るもの 

(4) その他の資料の収集及び作成 

表１４－１－１０ 
種  目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

資 料 の 収 集 

及 び 作 成 
業 務 ─ 

主任技師 ─ 0.59  0.59 人  
技 師 Ａ 1.88  4.11  5.99 人 
技 師 Ｂ 1.88  4.11  5.99 人 

 
５  調書等の作成 

調書等の作成は、申請図書として、主として次の調書を作成するものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１ 
４－１－１１により行うものとする。 
(1) 事業認定申請書（案） 

(2) 事業計画書 

(3) 関連事業に関する協議書（案） 

(4) 法第 4 条地の調査及び管理者の意見書（案） 

(5) 法令制限地に係る権限を有する行政機関の意見書（案） 

(6) 免許・許認可等があったことを証明する書面又は行政機関の意見書（案） 

(7) 事業説明会面等の実施状況を記載した書面等 

(8) その他必要な書 

表１４－１－１１ 
種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

調 書 等 の 作 成 業  務 ─ 
主任技師 ─ 0.96  0.96 人  
技 師 Ａ ─ 7.01  7.01 人 
技 師 Ｂ ─ 7.01  7.01 人 

 
６  添付図面の作成 

添付図面の作成は、事業認定申請図書に添付を要する図面として、次に掲げるものから必要と認められる図面を認定

し、これに要する直接人件費の積算を行うものとし、この場合の積算は次式による。 
添付図面作成の直接人件費 ＝（必要と認めた図面の種類数  ×  添付図面作成費） 
(1) 起業地表示図 

(2) 法第 4 条地表示図 

(3) 関連事業表示図 

(4) 法第 4 条地管理者意見照会添付図 

(5) 起業地計画図等 

(6) 法令制限地表示図 

(7) 許認可等土地表示図 

(8) 参考資料として必要な図面 

(9) その他必要と認められる図面 

表１４－１－１２ 

種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

添付図面作成 種  類 ─ 

主任技師 ─ 0.22  0.22 人  
技 師 Ａ ─ 0.74  0.74 人 
技 師 Ｄ ─ 3.75  3.75 人 

 
７  対象事業及び規模による補正 

相談用資料作成と同様に取り扱うものとする。 
 
８  関連事業の有無による補正 

相談用資料作成と同様に取り扱うものとする。 

(2) 公益性等に係るもの 

(3) 現状写真及び当該工事進捗状況に係るもの 

(4) その他の資料の収集及び作成 

表１３－１－１０ 
種  目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

資 料 の 収 集 

及 び 作 成 
業 務 ─ 

主任技師 ─ 0.59  0.59 人  
技 師 Ａ 1.88  4.11  5.99 人 
技 師 Ｂ 1.88  4.11  5.99 人 

 
５  調書等の作成 

調書等の作成は、申請図書として、主として次の調書を作成するものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１ 
３－１－１１により行うものとする。 
(1) 事業認定申請書（案） 

(2) 事業計画書 

(3) 関連事業に関する協議書（案） 

(4) 法第 4 条地の調査及び管理者の意見書（案） 

(5) 法令制限地に係る権限を有する行政機関の意見書（案） 

(6) 免許・許認可等があったことを証明する書面又は行政機関の意見書（案） 

(7) 事業説明会面等の実施状況を記載した書面等 

(8) その他必要な書 

表１３－１－１１ 
種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

調 書 等 の 作 成 業  務 ─ 
主任技師 ─ 0.96  0.96 人  
技 師 Ａ ─ 7.01  7.01 人 
技 師 Ｂ ─ 7.01  7.01 人 

 
６  添付図面の作成 

添付図面の作成は、事業認定申請図書に添付を要する図面として、次に掲げるものから必要と認められる図面を認定し、

これに要する直接人件費の積算を行うものとし、この場合の積算は次式による。 
添付図面作成の直接人件費 ＝（必要と認めた図面の種類数  ×  添付図面作成費） 
(1) 起業地表示図 

(2) 法第 4 条地表示図 

(3) 関連事業表示図 

(4) 法第 4 条地管理者意見照会添付図 

(5) 起業地計画図等 

(6) 法令制限地表示図 

(7) 許認可等土地表示図 

(8) 参考資料として必要な図面 

(9) その他必要と認められる図面 

表１３－１－１２ 

種 目 単 位 規 模 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

添付図面作成 種  類 ─ 

主任技師 ─ 0.22  0.22 人  
技 師 Ａ ─ 0.74  0.74 人 
技 師 Ｄ ─ 3.75  3.75 人 

 
７  対象事業及び規模による補正 

相談用資料作成と同様に取り扱うものとする。 
 
８  関連事業の有無による補正 

相談用資料作成と同様に取り扱うものとする。 
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第１５  裁決申請図書等の作成 

裁決申請図書等の作成は、法第 40 条に規定する裁決申請書及びこれに関連する参考図書並びに審理等における配付

図書等の作成をいい、次の各項目により行うものとする。 
なお、本歩掛によりがたい案件の場合は、各項目を適宜補正又は別途見積等を徴収して対応することができるものと

する。 

 
１  打合せ協議 

中間打合せの回数は、１回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。 
 
 

２  現地踏査 
現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算

は、表１５－１－１により行うものとする。ただし、裁決申請の予定地に物件が存しない場合は、表１５－１－２によ

り行うものとする。 

 
（裁決申請の予定地に物件が存する場合） 表１５－１－１ 

種   目 単 位 職 種 
外  業 

Ａ Ｂ Ｃ 

現 地 踏 査 件 
主任技師 0.11  0.04  0.06  
技 師 Ａ 0.11  0.04  0.06  
技 師 Ｂ 0.11  0.04  0.06  

注 Ａ：裁決申請図書の作成と明渡裁決申立図書の作成を同時に委託する場合 
Ｂ：裁決申請図書の作成のみ委託する場合 
Ｃ：明渡裁決申立図書の作成のみ委託する場合 

 
（裁決申請の予定地に物件が存しない場合） 表１５－１－２ 

種   目 単 位 職 種 
外  業 

Ａ Ｂ Ｃ 

現 地 踏 査 件 
主任技師 0.04 0.04 ― 

技 師 Ａ 0.04 0.04 ― 

技 師 Ｂ 0.04 0.04 ― 

注  Ａ：裁決申請図書の作成と明渡裁決申立図書の作成を同時に委託する場合 
Ｂ：裁決申請図書の作成のみ委託する場合 

 
３  資料の整理・検討 

資料の整理・検討は、発注者から提供又は貸与される各種の調査等資料の内容を整理・検討して、裁決申請書（案） 
の作成に着手できるようにする作業をいい、これに要する直接人件費の積算は、表１５－２により行うものとする。 

表１５－２ 
種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

資料の 

整理・検討 
件 

技 師 Ａ  

技 師 Ｂ 

― 

― 

0.86 
0.86 

0.86 人 

0.86 人 
 

 
４  裁決申請書（案）等の作成 

裁決申請書（案）等の作成は、法第 40 条に定める書類（図面の作成を除く。）の作成をいい、主として次の項目につ

いて行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１５－３により行うものとする。 
(１) 裁決申請書（案） 

  (２) 事業計画書 
(３) 法第 40 条第 1 項第 2 号関係書類 
(４) 法施行規則第 17 条第 2 号イに定める書面 
(５) 法施行規則第 17 条第 3 号に定める書面 
(６) 法第 36 条に定める土地調書（案） 

第１４  裁決申請図書等の作成 

裁決申請図書等の作成は、法第 40 条に規定する裁決申請書及びこれに関連する参考図書並びに審理等における配付

図書等の作成をいい、次の各項目により行うものとする。 
なお、本歩掛によりがたい案件の場合は、各項目を適宜補正又は別途見積等を徴収して対応することができるものと

する。 

 
１  打合せ協議 

中間打合せの回数は、１回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。 
 
 

２  現地踏査 
現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算

は、表１４－１－１により行うものとする。ただし、裁決申請の予定地に物件が存しない場合は、表１４－１－２によ

り行うものとする。 

 
（裁決申請の予定地に物件が存する場合） 表１４－１－１ 

種   目 単 位 職 種 
外  業 

Ａ Ｂ Ｃ 

現 地 踏 査 件 
主任技師 0.11  0.04  0.06  
技 師 Ａ 0.11  0.04  0.06  
技 師 Ｂ 0.11  0.04  0.06  

注 Ａ：裁決申請図書の作成と明渡裁決申立図書の作成を同時に委託する場合 
Ｂ：裁決申請図書の作成のみ委託する場合 
Ｃ：明渡裁決申立図書の作成のみ委託する場合 

 
（裁決申請の予定地に物件が存しない場合） 表１４－１－２ 

種   目 単 位 職 種 
外  業 

Ａ Ｂ Ｃ 

現 地 踏 査 件 
主任技師 0.04 0.04 ― 

技 師 Ａ 0.04 0.04 ― 

技 師 Ｂ 0.04 0.04 ― 

注  Ａ：裁決申請図書の作成と明渡裁決申立図書の作成を同時に委託する場合 
Ｂ：裁決申請図書の作成のみ委託する場合 

 
３  資料の整理・検討 

資料の整理・検討は、発注者から提供又は貸与される各種の調査等資料の内容を整理・検討して、裁決申請書（案） 
の作成に着手できるようにする作業をいい、これに要する直接人件費の積算は、表１４－２により行うものとする。 

表１４－２ 
種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

資料の 

整理・検討 
件 

技 師 Ａ  

技 師 Ｂ 

― 

― 

0.86 
0.86 

0.86 人 

0.86 人 
 

 
４  裁決申請書（案）等の作成 

裁決申請書（案）等の作成は、法第 40 条に定める書類（図面の作成を除く。）の作成をいい、主として次の項目につ

いて行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１４－３により行うものとする。 
(１) 裁決申請書（案） 

  (２)事業計画書 
(３) 法第 40 条第 1 項第 2 号関係書類 
(４) 法施行規則第 17 条第 2 号イに定める書面 
(５) 法施行規則第 17 条第 3 号に定める書面 
(６) 法第 36 条に定める土地調書（案） 
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(７) その他必要と認められる書面 
表１５－３ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

裁 決 申 請 書 

( 案) 等の作成 
件 

主任技師 ― 0.33  0.33 人  
技 師 Ａ ― 1.92  1.92 人 
技 師 Ｂ ― 1.92  1.92 人 

 
５  図面の作成 

図面の作成は、既存の起業地の位置を表示する図面並びに既存の起業地及び事業計画を表示する図面を基に裁決申請

書（案）に添付する図面を作成する作業及び既存の実測平面図を基に土地調書に添付する実測平面図を作成する作業を

いい、これに要する直接人件費の積算は、表１５－４－１及び表１５－４－２により行うものとする。 
表１５－４－１ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

起業地の位置を表示する図面・起

業地及び事業計画を表示する図面 
件 

技 師 Ａ 

技 師 Ｄ 

― 

― 

0.09 
0.94 

0.09 人 

0.94 人 
 

注  直接人件費の積算にあたっては、対象事業及び規模による補正を行うものとし、その補正率は、第１

４事業認定申請図書等の作成 ①相談用資料作成  ７対象事業及び規模による補正を適用するものとす

る。 
表１５－４－２ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

土 地 調 書 添 付

図 面 の 作  成 
筆 

技 師 Ａ  

技 師 Ｄ 

― 

― 

0.03 
0.32 

0.03 人 

0.32 人 
 

 
６  その他参考図書の作成 

その他参考図書の作成は、裁決申請書（案）を補充する資料（協議経過説明書、登記事項証明書(写)等）の作成、編

集、調整等をいい、これに要する直接人件費の積算は、表１５－５により行うものとする。 
表１５－５ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

そ の 他 参 考

図 書 の 作 成 

 
件 

主任技師 

技 師 Ａ  

技 師 Ｂ 

― 

― 

― 

0.14 
0.52 
0.52 

0.14 人 

0.52 人 

0.52 人 

 

 
７  審理等における配付図書等の作成 

 
(1) 審理関係図書の作成 

審理関係図書の作成とは、法 46 条第 1 項に定める審理において必要となる資料の作成をいい、主として次の項目に

ついて行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１５－６－１及び表１５－６－３により行うものとする。 
ただし、物件が存しない場合は、表１５－６－２及び表１５－６－３により行うものとする。 

(ｲ) 配付図書の作成 
(ﾛ) シナリオの作成 
(ﾊ) 想定問答の作成 
(ﾆ) 審理概要書の作成 

 
（裁決申請の予定地に物件が存する場合） 表１５－６－１ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

審理関係図書 

の 作 成 
件 

主任技師 ― 0.39 0.39 人  

技 師 Ａ ― 2.82 2.82 人 

技 師 Ｂ ― 2.82 2.82 人 
 
 

 

(７) その他必要と認められる書面 
表１４－３ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

裁 決 申 請 書 

( 案) 等の作成 
件 

主任技師 ― 0.33  0.33 人  
技 師 Ａ ― 1.92  1.92 人 
技 師 Ｂ ― 1.92  1.92 人 

 
５  図面の作成 

図面の作成は、既存の起業地の位置を表示する図面並びに既存の起業地及び事業計画を表示する図面を基に裁決申請書

（案）に添付する図面を作成する作業及び既存の実測平面図を基に土地調書に添付する実測平面図を作成する作業をいい、

これに要する直接人件費の積算は、表１４－４－１及び表１４－４－２により行うものとする。 
表１４－４－１ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

起業地の位置を表示する図面・起

業地及び事業計画を表示する図面 
件 

技 師 Ａ 

技 師 Ｄ 

― 

― 

0.09 
0.94 

0.09 人 

0.94 人 
 

注  直接人件費の積算にあたっては、対象事業及び規模による補正を行うものとし、その補正率は、第１ 
４事業認定申請図書等の作成 ①相談用資料作成  ７対象事業及び規模による補正を適用するものとす 
る。 

表１４－４－２ 
種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

土 地 調 書 添 付

図 面 の 作  成 
筆 

技 師 Ａ  

技 師 Ｄ 

― 

― 

0.03 
0.32 

0.03 人 

0.32 人 
 

 
６  その他参考図書の作成 

その他参考図書の作成は、裁決申請書（案）を補充する資料（協議経過説明書、登記事項証明書(写)等）の作成、編

集、調整等をいい、これに要する直接人件費の積算は、表１４－５により行うものとする。 
表１４－５ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

そ の 他 参 考

図 書 の 作 成 

 
件 

主任技師 

技 師 Ａ  

技 師 Ｂ 

― 

― 

― 

0.14 
0.52 
0.52 

0.14 人 

0.52 人 

0.52 人 

 

 
７  審理等における配付図書等の作成 

 
(1) 審理関係図書の作成 

審理関係図書の作成とは、法 46 条第 1 項に定める審理において必要となる資料の作成をいい、主として次の項目に

ついて行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１４－６－１及び表１４－６－３により行うものとする。 
ただし、物件が存しない場合は、表１４－６－２及び表１４－６－３により行うものとする。 

(ｲ) 配付図書の作成 
(ﾛ) シナリオの作成 
(ﾊ) 想定問答の作成 
(ﾆ) 審理概要書の作成 

 
（裁決申請の予定地に物件が存する場合） 表１４－６－１ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

審理関係図書 

の 作 成 
件 

主任技師 ― 0.39 0.39 人  

技 師 Ａ ― 2.82 2.82 人 

技 師 Ｂ ― 2.82 2.82 人 
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（裁決申請の予定地に物件が存しない場合） 表１５－６－２ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

審理関係図書 

の 作 成 
件 

主任技師 ― 0.27  0.27 人  
技 師 Ａ ― 1.89  1.89 人 
技 師 Ｂ ― 1.89  1.89 人 

 
表１５－６－３ 

種 目 単  位 職 種 外  業 内  業 計 備  考 

審 理  概  要

書  の  作  成 
回 

技 師 Ａ 0.17 
0.17 

0.27 
0.27 

0.44 人 

0.44 人 

 
技 師 Ｂ 

 
(1) 現地調査関係図書の作成 

現地調査関係図書の作成とは、法 65 条第 1 項第 3 号に定める現地調査において必要となる資料の作成をいい、主と

して次の項目について行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１５－７－１及び表１５－７－３により

行うものとする。 
ただし、物件が存しない場合は、表１５－７－２及び表１５－７－３により行うものとする。 

(ｲ) 配付図書の作成 
(ﾛ) シナリオの作成 
(ﾊ) 説明用パネルの作成 
(ﾆ) 現地調査概要書の作成 

 
（裁決申請の予定地に物件が存する場合） 表１５－７－１ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

現 地 調 査 関 係

図 書 の 作  成 
件 

主任技師 ― 0.12  0.12 人  
技 師 Ａ ― 0.96  0.96 人 
技 師 Ｂ ― 0.96  0.96 人 
技 師 Ｄ ― 0.27  0.27 人 

 
（裁決申請の予定地に物件が存しない場合） 表１５－７－２ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

現 地 調 査 関 係

図 書 の 作  成 
件 

主任技師 ― 0.08 0.08 人  
技 師 Ａ ― 0.66 0.66 人 
技 師 Ｂ ― 0.66 0.66 人 
技 師 Ｄ ― 0.27 0.27 人 

 
表１５－７－３ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

現 地 調 査 概

要 書 の 作  成 
回 

技 師 Ａ  

技 師 Ｂ 

0.17 
0.17 

0.27 
0.27 

0.44 人 

0.44 人 
 

（裁決申請の予定地に物件が存しない場合） 表１４－６－２ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

審理関係図書 

の 作 成 
件 

主任技師 ― 0.27  0.27 人  
技 師 Ａ ― 1.89  1.89 人 
技 師 Ｂ ― 1.89  1.89 人 

 
表１４－６－３ 

種 目 単  位 職 種 外  業 内  業 計 備  考 

審 理  概  要

書  の  作  成 
回 

技 師 Ａ 0.17 
0.17 

0.27 
0.27 

0.44 人 

0.44 人 

 
技 師 Ｂ 

 
(1) 現地調査関係図書の作成 

現地調査関係図書の作成とは、法 65 条第 1 項第 3 号に定める現地調査において必要となる資料の作成をいい、主とし

て次の項目について行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１４－７－１及び表１４－７－３により行うも

のとする。 
ただし、物件が存しない場合は、表１４－７－２及び表１４－７－３により行うものとする。 

(ｲ) 配付図書の作成 
(ﾛ) シナリオの作成 
(ﾊ) 説明用パネルの作成 
(ﾆ) 現地調査概要書の作成 

 
（裁決申請の予定地に物件が存する場合） 表１４－７－１ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

現 地 調 査 関 係

図 書 の 作  成 
件 

主任技師 ― 0.12  0.12 人  
技 師 Ａ ― 0.96  0.96 人 
技 師 Ｂ ― 0.96  0.96 人 
技 師 Ｄ ― 0.27  0.27 人 

 
（裁決申請の予定地に物件が存しない場合） 表１４－７－２ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

現 地 調 査 関 係

図 書 の 作  成 
件 

主任技師 ― 0.08 0.08 人  
技 師 Ａ ― 0.66 0.66 人 
技 師 Ｂ ― 0.66 0.66 人 
技 師 Ｄ ― 0.27 0.27 人 

 
表１４－７－３ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

現 地 調 査 概

要 書 の 作  成 
回 

技 師 Ａ  

技 師 Ｂ 

0.17 
0.17 

0.27 
0.27 

0.44 人 

0.44 人 
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第１６  明渡裁決申立図書等の作成 

明渡裁決申立図書等の作成は、法第 47 条の 3 に規定する明渡裁決申立書及びこれに関連する参考図書並びに審理等に

おける配付図書等の作成をいい、次の各項目により行うものとし、原則として第１５の裁決申請図書の作成と併せて発

注するものとする。 
なお、本歩掛に依りがたい案件の場合は、各項目を適宜補正又は別途見積等を徴収して対応することができるものと

する。 

 
１  打合せ協議 

中間打合せの回数は、１回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。 
 

２  現地踏査 
現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これらに要する直接人件費の積

算は、表１５－１－１により行うものとする。ただし、裁決申請の予定地に物件が存しない場合は、表１５－１－２ に
より行うものとする。 

 
３  資料の整理・検討 

資料の整理・検討は、発注者から提供又は貸与される各種の調査等資料の内容を整理・検討して、明渡裁決申立書 
（案）の作成に着手できるようにする作業をいい、これに要する直接人件費の積算は、表１６－１により行うものとす

る。 
表１６－１ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

資料の 

整理・検討 
件 

技 師 Ａ ― 0.46  0.46 人  
技 師 Ｂ ― 0.46  0.46 人 

注  物件が存しない場合は、当費用は計上しないものとする。 
 

４  明渡裁決申立書（案）等の作成 
明渡裁決申立書（案）等の作成は、法第 47 条の 3 に定める書類（図面の作成を除く）の作成をいい、主として次の

項目について行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１６－２－１により行うものとする。 
ただし、物件が存しない場合は、表１６－２－２により行うものとする。 
（１） 明渡裁決申立書（案） 
（２） 法第 47 条の 3 第 1 項第 1 号関係書類 
（３） 法施行規則第 17 条の 6 第 1 項第 1 号に定める書面 
（４） 法施行規則第 17 条の 6 第 1 項第 2 号に定める書面 
（５） 法第 36 条に定める物件調書（案） 
（６） その他必要と認められる書面 

 
（裁決申請の予定地に物件が存する場合） 表１６－２－１ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

明渡裁決申立書

(案)等の作成 件 

主任技師 ― 0.50  0.50 人  
技 師 Ａ ― 2.28  2.28 人 
技 師 Ｂ ― 2.28  2.28 人 

 
（裁決申請の予定地に物件が存しない場合） 表１６－２－２ 
種 目 単  位 職 種 外  業 内  業 計 備  考 

明渡裁決申立書

(案)等の作成 件 

主任技師 ― 0.08  0.08 人  
技 師 Ａ ― 0.21  0.21 人 
技 師 Ｂ ― 0.21  0.21 人 

 
５  図面の作成 

図面の作成は、物件調書に既存の図面を基に添付する図面として、物件の種類に応じて建物平面図、建物、工作物、

立竹木等の配置図等を作成することをいい、これに要する直接人件費の積算は、表１６－３により行うものとする。 

第１５  明渡裁決申立図書等の作成 

明渡裁決申立図書等の作成は、法第 47 条の 3 に規定する明渡裁決申立書及びこれに関連する参考図書並びに審理等に

おける配付図書等の作成をいい、次の各項目により行うものとし、原則として第１４の裁決申請図書の作成と併せて発

注するものとする。 
なお、本歩掛に依りがたい案件の場合は、各項目を適宜補正又は別途見積等を徴収して対応することができるものと

する。 

 
１  打合せ協議 

中間打合せの回数は、１回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。 
 

２  現地踏査 
現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これらに要する直接人件費の積

算は、表１４－１－１により行うものとする。ただし、裁決申請の予定地に物件が存しない場合は、表１４－１－２ に
より行うものとする。 

 
３  資料の整理・検討 

資料の整理・検討は、発注者から提供又は貸与される各種の調査等資料の内容を整理・検討して、明渡裁決申立書 
（案）の作成に着手できるようにする作業をいい、これに要する直接人件費の積算は、表１５－１により行うものとす

る。 
表１５－１ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

資料の 

整理・検討 
件 

技 師 Ａ ― 0.46  0.46 人  
技 師 Ｂ ― 0.46  0.46 人 

注  物件が存しない場合は、当費用は計上しないものとする。 
 

４  明渡裁決申立書（案）等の作成 
明渡裁決申立書（案）等の作成は、法第 47 条の 3 に定める書類（図面の作成を除く）の作成をいい、主として次の

項目について行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１５－２－１により行うものとする。 
ただし、物件が存しない場合は、表１５－２－２により行うものとする。 
（１） 明渡裁決申立書（案） 
（２） 法第 47 条の 3 第 1 項第 1 号関係書類 
（３） 法施行規則第 17 条の 6 第 1 項第 1 号に定める書面 
（４） 法施行規則第 17 条の 6 第 1 項第 2 号に定める書面 
（５） 法第 36 条に定める物件調書（案） 
（６） その他必要と認められる書面 

 
（裁決申請の予定地に物件が存する場合） 表１５－２－１ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

明渡裁決申立書

(案)等の作成 件 

主任技師 ― 0.50  0.50 人  
技 師 Ａ ― 2.28  2.28 人 
技 師 Ｂ ― 2.28  2.28 人 

 
（裁決申請の予定地に物件が存しない場合） 表１５－２－２ 
種 目 単  位 職 種 外  業 内  業 計 備  考 

明渡裁決申立書

(案)等の作成 件 

主任技師 ― 0.08  0.08 人  
技 師 Ａ ― 0.21  0.21 人 
技 師 Ｂ ― 0.21  0.21 人 

 
５  図面の作成 

図面の作成は、物件調書に既存の図面を基に添付する図面として、物件の種類に応じて建物平面図、建物、工作物、

立竹木等の配置図等を作成することをいい、これに要する直接人件費の積算は、表１５－３により行うものとする。 
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表１６－３ 
種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

図 面 の 作 成 件 
主任技師 ― 0.13  0.13 人  
技 師 Ａ ― 0.68  0.68 人 
技 師 Ｂ ― 0.68  0.68 人 

注  物件が存しない場合は、当費用は計上しないものとする。 
 
６  その他参考図書の作成 

その他参考図書の作成は、明渡裁決申立書（案）を補充する資料（協議経過説明書等）の作成、編集、調整等をいい、こ

れに要する直接人件費の積算は、表１６－４により行うものとする。 
表１６－４ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

そ の 他 参 考

図 書 の 作 成 件 

主任技師 ― 0.05  0.05 人  
技 師 Ａ ― 0.17  0.17 人 
技 師 Ｂ ― 0.17  0.17 人 

注  物件が存しない場合は、当費用は計上しないものとする。 

表１５－３ 
種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

図 面 の 作 成 件 
主任技師 ― 0.13  0.13 人  
技 師 Ａ ― 0.68  0.68 人 
技 師 Ｂ ― 0.68  0.68 人 

注  物件が存しない場合は、当費用は計上しないものとする。 
 
６  その他参考図書の作成 

その他参考図書の作成は、明渡裁決申立書（案）を補充する資料（協議経過説明書等）の作成、編集、調整等をいい、こ

れに要する直接人件費の積算は、表１５－４により行うものとする。 
表１５－４ 

種 目 単 位 職 種 外  業 内  業 計 備 考 

そ の 他 参 考

図 書 の 作 成 件 

主任技師 ― 0.05  0.05 人  
技 師 Ａ ― 0.17  0.17 人 
技 師 Ｂ ― 0.17  0.17 人 

注  物件が存しない場合は、当費用は計上しないものとする。 
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第１７  地盤変動影響調査等 

地盤変動影響調査等は、「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る事務処理要

領」（昭和 61 年 4 月 1 日付け建設省経整発第 22 号建設事務次官通知。以下「事務処理要領」という。）第１条の建物その

他の工作物（以下「建物等」という。）について、同要領第 2 条第 5 号の建物等の配置及び現況の調査（以下「事前調査」

という。）、第 4 条の調査（以下「事後調査」という。）並びに第 7 条に係る費用負担額の算定（以下「算定」という。）

並びに費用負担の説明の区分により行うものとする。 
［一］  事前調査、事後調査及び算定 

 
１  打合せ協議 

中間打合せの回数は、事前調査のみ、事後調査のみ及び算定のみの業務実施については１回を、事後調査に加えて算

定も実施する場合は２回を標準とするが、必要に応じて打合せ回数を増減する。 

 
２  現地踏査 

現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算

は、表１７－１－１により行うものとする。 
表１７－１－１ 

 

種 目 単 位 規  模 職 種 外  業 備 考 

現 地 踏 査 業 務 ― 

技 師 Ａ 0.39 人  

技 師 Ｂ 0.39 人 

技 師 Ｃ 0.39 人 
 
 

３  事前調査及び事後調査を行う場合の建物の区分 
事前調査及び事後調査を行う場合の建物の区分は、第６建物等の調査  ４建物の調査 表６－３、表６－４及び表６ 

－１０の区分によるものとする。 
 

４  事前調査 
（１）建物の調査 

建物敷地内の建物の事前調査に要する直接人件費の積算は、表１７－１－２により行うものとする。 
ただし、鉄骨系、コンクリート系及び木質系のプレハブ造の建物については、木造建物に準じて処理するもの

とする。なお、建物内部の調査を拒否されたものについては、歩掛（調査外業、調査内業（図面等））を 60 パー

セントに補正するものとする。また、本歩掛には水準測量を含むものとするが、基準点（公共水準点）の設置に

要する費用は含んでいないため、設置する必要がある場合には、別途その費用を計上するものとする。 

第１６  地盤変動影響調査等 

地盤変動影響調査等は、「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る事務処理要

領」（昭和 61 年 4 月 1 日付け建設省経整発第 22 号建設事務次官通知。以下「事務処理要領」という。）第１条の建物その

他の工作物（以下「建物等」という。）について、同要領第 2 条第 5 号の建物等の配置及び現況の調査（以下「事前調査」

という。）、第 4 条の調査（以下「事後調査」という。）並びに第 7 条に係る費用負担額の算定（以下「算定」という。）

並びに費用負担の説明の区分により行うものとする。 
［一］  事前調査、事後調査及び算定 

 
１  打合せ協議 

中間打合せの回数は、事前調査のみ、事後調査のみ及び算定のみの業務実施については１回を、事後調査に加えて算

定も実施する場合は２回を標準とするが、必要に応じて打合せ回数を増減する。 

 
２  現地踏査 

現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算

は、表１６－１－１により行うものとする。 
表１６－１－１ 

 

種 目 単 位 規  模 職 種 外  業 備 考 

現 地 踏 査 業 務 ― 

技 師 Ａ 0.39 人  

技 師 Ｂ 0.39 人 

技 師 Ｃ 0.39 人 
 
 

３  事前調査及び事後調査を行う場合の建物の区分 
事前調査及び事後調査を行う場合の建物の区分は、第６建物等の調査  ４建物の調査 表６－３、表６－４及び表６ 

－１０の区分によるものとする。 
 

４  事前調査 
（１）建物の調査 

建物敷地内の建物の事前調査に要する直接人件費の積算は、表１６－１－２により行うものとする。 
ただし、鉄骨系、コンクリート系及び木質系のプレハブ造の建物については、木造建物に準じて処理するもの

とする。なお、建物内部の調査を拒否されたものについては、歩掛（調査外業、調査内業（図面等））を 60 パー

セントに補正するものとする。また、本歩掛には水準測量を含むものとするが、基準点（公共水準点）の設置に

要する費用は含んでいないため、設置する必要がある場合には、別途その費用を計上するものとする。 
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表１７－１－２ 
 

区 分 単位 規 模 職 種 
外  業 内    業 

計 備  考 

調  査 図面等 積  算 

木造建物Ａ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.78  0.30  ― 1.08 人  
技 師 Ｂ 0.78  0.93  ― 1.71 人 
技 師 Ｃ 0.78  0.56  ― 1.34 人 
技 師 Ｄ ― 0.58  ― 0.58 人 

木造建物Ｂ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.93  0.34  ― 1.27 人  
技 師 Ｂ 0.93  0.82  ― 1.75 人 
技 師 Ｃ 0.93  0.66  ― 1.59 人 
技 師 Ｄ ― 0.50  ― 0.50 人 

木造建物Ｃ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.55  0.25  ― 0.80 人  
技 師 Ｂ 0.55  0.63  ― 1.18 人 
技 師 Ｃ 0.55  0.33  ― 0.88 人 
技 師 Ｄ ― 0.47  ― 0.47 人 

木造特殊建物 棟 
50 ㎡以上 

70 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.59  0.22  ― 0.81 人  
技 師 Ｂ 0.59  0.92  ― 1.51 人 
技 師 Ｃ 0.59  0.19  ― 0.78 人 
技 師 Ｄ ― 0.54  ― 0.54 人 

非木造建物 

（用途区分） 

  イ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 1.07  0.39  ― 1.46 人  
技 師 Ｂ 1.07  1.13  ― 2.20 人 
技 師 Ｃ 1.07  0.78  ― 1.85 人 
技 師 Ｄ ― 0.68  ― 0.68 人 

非木造建物 

（用途区分） 

  ロ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 1.06  0.40  ― 1.46 人  
技 師 Ｂ 1.06  1.39  ― 2.45 人 
技 師 Ｃ 1.06  0.73  ― 1.79 人 
技 師 Ｄ ― 0.47  ― 0.47 人 

非木造建物 

（用途区分） 

  ハ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.67  0.30  ― 0.97 人  
技 師 Ｂ 0.67  0.77  ― 1.44 人 
技 師 Ｃ 0.67  0.48  ― 1.15 人 
技 師 Ｄ ― 0.59  ― 0.59 人 

注１ 本表規模欄に定める面積以外の場合で木造建物Ａ、Ｂ及びＣにあっては表１７－１－３、木造特殊建物にあっては

表１７－１－４、非木造建物イ、ロ及びハにあっては表１７－１－５の補正率表を適用するものとする。 

注２ 建物 1  棟が複数の区分所有権者又は借家人によって集合住宅となっているときは、本表によらず表１７－１－６に

より直接人件費の積算を行うものとする。 

表１６－１－２ 
 

区 分 単位 規 模 職 種 
外  業 内    業 

計 備  考 

調  査 図面等 積  算 

木造建物Ａ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.78  0.30  ― 1.08 人  
技 師 Ｂ 0.78  0.93  ― 1.71 人 
技 師 Ｃ 0.78  0.56  ― 1.34 人 
技 師 Ｄ ― 0.58  ― 0.58 人 

木造建物Ｂ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.93  0.34  ― 1.27 人  
技 師 Ｂ 0.93  0.82  ― 1.75 人 
技 師 Ｃ 0.93  0.66  ― 1.59 人 
技 師 Ｄ ― 0.50  ― 0.50 人 

木造建物Ｃ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.55  0.25  ― 0.80 人  
技 師 Ｂ 0.55  0.63  ― 1.18 人 
技 師 Ｃ 0.55  0.33  ― 0.88 人 
技 師 Ｄ ― 0.47  ― 0.47 人 

木造特殊建物 棟 
50 ㎡以上 

70 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.59  0.22  ― 0.81 人  
技 師 Ｂ 0.59  0.92  ― 1.51 人 
技 師 Ｃ 0.59  0.19  ― 0.78 人 
技 師 Ｄ ― 0.54  ― 0.54 人 

非木造建物 

（用途区分） 

  イ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 1.07  0.39  ― 1.46 人  
技 師 Ｂ 1.07  1.13  ― 2.20 人 
技 師 Ｃ 1.07  0.78  ― 1.85 人 
技 師 Ｄ ― 0.68  ― 0.68 人 

非木造建物 

（用途区分） 

  ロ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 1.06  0.40  ― 1.46 人  
技 師 Ｂ 1.06  1.39  ― 2.45 人 
技 師 Ｃ 1.06  0.73  ― 1.79 人 
技 師 Ｄ ― 0.47  ― 0.47 人 

非木造建物 

（用途区分） 

  ハ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.67  0.30  ― 0.97 人  
技 師 Ｂ 0.67  0.77  ― 1.44 人 
技 師 Ｃ 0.67  0.48  ― 1.15 人 
技 師 Ｄ ― 0.59  ― 0.59 人 

注１ 本表規模欄に定める面積以外の場合で木造建物Ａ、Ｂ及びＣにあっては表１６－１－３、木造特殊建物にあっては

表１６－１－４、非木造建物イ、ロ及びハにあっては表１６－１－５の補正率表を適用するものとする。 

注２ 建物 1  棟が複数の区分所有権者又は借家人によって集合住宅となっているときは、本表によらず表１６－１－６に

より直接人件費の積算を行うものとする。 
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木造建物Ａ、Ｂ及びＣの補正率 
表１７－１－３ 

 

建物延べ面積 70 ㎡未満 70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

130 ㎡以上 

200 ㎡未満 

200 ㎡以上 

300 ㎡未満 

300 ㎡以上 

450 ㎡未満 

補 正 率 0.80 1.00 1.30 1.80 2.40 

 

450 ㎡以上 

600 ㎡未満 

600 ㎡以上 

1,000 ㎡未満 

1,000 ㎡以上 

2,000 ㎡未満 

3.00 4.00 5.30 

 
木造特殊建物の補正率 

表１７－１－４ 
 

建物延べ面積 50 ㎡未満 50 ㎡以上 

70 ㎡未満 

70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

130 ㎡以上 

200 ㎡未満 

200 ㎡以上 

300 ㎡未満 

補 正 率 
 

0.80 
 

1.00 
 

1.40 
 

1.90 
 

2.60 

 

300 ㎡以上 

500 ㎡未満 

500 ㎡以上 

700 ㎡未満 

3.50 4.70 

 
非木造建物イ、ロ及びハの補正率 

表１７－１－５ 
 

建物延べ面積 200 ㎡未満 200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

400 ㎡以上 

600 ㎡未満 

600 ㎡以上 

1,000 ㎡未満 

補 正 率 0.80 1.00 1.40 1.90 

 

1,000 ㎡以上 

1,500 ㎡未満 

1,500 ㎡以上 

2,000 ㎡未満 

2,000 ㎡以上 

3,000 ㎡未満 

3,000 ㎡以上 

4,000 ㎡未満 

4,000 ㎡以上 

5,000 ㎡未満 

2.60 3.20 4.10 5.20 6.20 

 

5,000 ㎡以上 

7,000 ㎡未満 

7,000 ㎡以上 

10,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 

15,000 ㎡未満 

15,000 ㎡以上 

21,000 ㎡未満 

 

7.50 
 

9.50 
 

12.30 
 

15.90 

木造建物Ａ、Ｂ及びＣの補正率 
表１６－１－３ 

 

建物延べ面積 70 ㎡未満 70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

130 ㎡以上 

200 ㎡未満 

200 ㎡以上 

300 ㎡未満 

300 ㎡以上 

450 ㎡未満 

補 正 率 0.80 1.00 1.30 1.80 2.40 

 

450 ㎡以上 

600 ㎡未満 

600 ㎡以上 

1,000 ㎡未満 

1,000 ㎡以上 

2,000 ㎡未満 

3.00 4.00 5.30 

 
木造特殊建物の補正率 

表１６－１－４ 
 

建物延べ面積 50 ㎡未満 50 ㎡以上 

70 ㎡未満 

70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

130 ㎡以上 

200 ㎡未満 

200 ㎡以上 

300 ㎡未満 

補 正 率 
 

0.80 
 

1.00 
 

1.40 
 

1.90 
 

2.60 

 

300 ㎡以上 

500 ㎡未満 

500 ㎡以上 

700 ㎡未満 

3.50 4.70 

 
非木造建物イ、ロ及びハの補正率 

表１６－１－５ 
 

建物延べ面積 200 ㎡未満 200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

400 ㎡以上 

600 ㎡未満 

600 ㎡以上 

1,000 ㎡未満 

補 正 率 0.80 1.00 1.40 1.90 

 

1,000 ㎡以上 

1,500 ㎡未満 

1,500 ㎡以上 

2,000 ㎡未満 

2,000 ㎡以上 

3,000 ㎡未満 

3,000 ㎡以上 

4,000 ㎡未満 

4,000 ㎡以上 

5,000 ㎡未満 

2.60 3.20 4.10 5.20 6.20 

 

5,000 ㎡以上 

7,000 ㎡未満 

7,000 ㎡以上 

10,000 ㎡未満 

10,000 ㎡以上 

15,000 ㎡未満 

15,000 ㎡以上 

21,000 ㎡未満 

 

7.50 
 

9.50 
 

12.30 
 

15.90 
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表１７－１－６ 
 

区 分 単位 規 模 職  種 

外  業 内 業 
計 備  考 

調  査 図面等 算定 

区分所有建物等 戸 35 ㎡以上 

65 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.36  0.11  ― 0.47 人  
技 師 Ｂ 0.36  0.22  ― 0.58 人 
技 師 Ｃ 0.36  0.18  ― 0.54 人 
技 師 Ｄ ― 0.14  ― 0.14 人 

注１  区分所有権者又は借家人が共同で使用する共用部分については、共用部分に応じた規模面積を１戸として計上するも

のとする。 
注２ 各戸当たり及び共用部分が、本表規模欄に定める面積以外の場合は、表１７－１－７の補正率表を適用するものとす

る。 
注３ 建物内部の調査を拒否されたものについては、歩掛（調査外業、調査内業（図面等））を 60 パーセントに補正するも

のとする。また、本歩掛には水準測量を含むものとするが、基準点（公共水準点）の設置に要する費用は含んでいない

ため、設置する必要がある場合には、別途その費用を計上するものとする。 
 

表１７－１－７ 

戸当たり 

延べ面積 

 
35 ㎡未満 

35 ㎡以上 
65 ㎡未満 

65 ㎡以上 
100 ㎡未満 

100 ㎡以上 
150 ㎡未満 

150 ㎡以上 
225 ㎡未満 

補 正 率 0.80 1.00 1.30 1.80 2.40 

 

225 ㎡以上 
300 ㎡未満 

300 ㎡以上 
500 ㎡未満 

500 ㎡以上 
700 ㎡未満 

3.00 4.00 5.30 

 
 

（２）工作物の調査 
建物敷地内の工作物の事前調査に要する直接人件費の積算は、表１７－１－８により行うものとし、本表敷地面積

欄に定める面積以外の場合は、表１７－１－９の補正率表を適用するものとする。なお、本歩掛には水準測量を含む

ものとするが、基準点（公共水準点）の設置に要する費用は含んでいないため、設置する必要がある場合には、別途

その費用を計上するものとする。 
表１７－１－８ 

 

区 分 単位 敷地面積 職  種 
外  業 内 業 

計 備  考 

調  査 図面等 算定 

工  作  物 箇所 
100 ㎡以上 
300 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.43  0.18  ― 0.61 人  
技 師 Ｂ 0.43  0.38 ― 0.81 人 
技 師 Ｃ 0.43  0.44 ― 0.87 人 
技 師 Ｄ ― 0.32  ― 0.32 人 

注１ 工作物の調査範囲内で建物の調査区域とした範囲は、工作物の調査面積から除くものとする。 

注２  駐車場（月ぎめ駐車場等）や店舗・工場等の大規模敷地内の一部の工作物のみの調査を行う場合も本歩掛により行う

ものとし、調査範囲が本表敷地面積欄に定める面積以外の場合は、表１７－１－９の補正率を適用するものとする。 
 

表１７－１－９ 
 

敷地面積  

100 ㎡未満 

100 ㎡以上 
300 ㎡未満 

300 ㎡以上 
630 ㎡未満 

630 ㎡以上 
1,300 ㎡未満 

1,300 ㎡以上 
2,000 ㎡未満 

2,000 ㎡以上 
3,300 ㎡未満 

3,300 ㎡以上 
5,000 ㎡未満 

補 正 率 0.80 1.00 1.80 2.90 4.10 5.70 7.70 

表１６－１－６ 
 

区 分 単位 規 模 職  種 

外  業 内 業 
計 備  考 

調  査 図面等 算定 

区分所有建物等 戸 35 ㎡以上 

65 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.36  0.11  ― 0.47 人  
技 師 Ｂ 0.36  0.22  ― 0.58 人 
技 師 Ｃ 0.36  0.18  ― 0.54 人 
技 師 Ｄ ― 0.14  ― 0.14 人 

注１  区分所有権者又は借家人が共同で使用する共用部分については、共用部分に応じた規模面積を１戸として計上するも

のとする。 
注２ 各戸当たり及び共用部分が、本表規模欄に定める面積以外の場合は、表１６－１－７の補正率表を適用するものとす

る。 
注３ 建物内部の調査を拒否されたものについては、歩掛（調査外業、調査内業（図面等））を 60 パーセントに補正するも

のとする。また、本歩掛には水準測量を含むものとするが、基準点（公共水準点）の設置に要する費用は含んでいない

ため、設置する必要がある場合には、別途その費用を計上するものとする。 
 

表１６－１－７ 

戸当たり 

延べ面積 

 
35 ㎡未満 

35 ㎡以上 
65 ㎡未満 

65 ㎡以上 
100 ㎡未満 

100 ㎡以上 
150 ㎡未満 

150 ㎡以上 
225 ㎡未満 

補 正 率 0.80 1.00 1.30 1.80 2.40 

 

225 ㎡以上 
300 ㎡未満 

300 ㎡以上 
500 ㎡未満 

500 ㎡以上 
700 ㎡未満 

3.00 4.00 5.30 

 
 

（２）工作物の調査 
建物敷地内の工作物の事前調査に要する直接人件費の積算は、表１６－１－８により行うものとし、本表敷地面積

欄に定める面積以外の場合は、表１６－１－９の補正率表を適用するものとする。なお、本歩掛には水準測量を含む

ものとするが、基準点（公共水準点）の設置に要する費用は含んでいないため、設置する必要がある場合には、別途

その費用を計上するものとする。 
表１６－１－８ 

 

区 分 単位 敷地面積 職  種 
外  業 内 業 

計 備  考 

調  査 図面等 算定 

工  作  物 箇所 
100 ㎡以上 
300 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.43  0.18  ― 0.61 人  
技 師 Ｂ 0.43  0.38 ― 0.81 人 
技 師 Ｃ 0.43  0.44 ― 0.87 人 
技 師 Ｄ ― 0.32  ― 0.32 人 

注１ 工作物の調査範囲内で建物の調査区域とした範囲は、工作物の調査面積から除くものとする。 

注２  駐車場（月ぎめ駐車場等）や店舗・工場等の大規模敷地内の一部の工作物のみの調査を行う場合も本歩掛により行う

ものとし、調査範囲が本表敷地面積欄に定める面積以外の場合は、表１６－１－９の補正率を適用するものとする。 
 

表１６－１－９ 
 

敷地面積  

100 ㎡未満 

100 ㎡以上 
300 ㎡未満 

300 ㎡以上 
630 ㎡未満 

630 ㎡以上 
1,300 ㎡未満 

1,300 ㎡以上 
2,000 ㎡未満 

2,000 ㎡以上 
3,300 ㎡未満 

3,300 ㎡以上 
5,000 ㎡未満 

補 正 率 0.80 1.00 1.80 2.90 4.10 5.70 7.70 
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５  事後調査 
（１）建物の調査 

建物敷地内の建物の事後調査（費用負担額の算定を除く。）に要する直接人件費の積算は、表１７－１－１０によ

り行うものとする。ただし、建物内部の調査を拒否されたものについては、歩掛（調査外業、調査内業（図面等））

を 60 パーセントに補正するものとする。なお、本歩掛には水準測量を含むものとする。 

 
表１７－１－１０ 

 

区 分 単位 規 模 職 種 
外  業 内 業 

計 備  考 

調  査 図面等 積  算 

木造建物Ａ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.71  0.26  ― 0.97 人  
技 師 Ｂ 0.71  0.74  ― 1.45 人 
技 師 Ｃ 0.71  0.45  ― 1.16 人 
技 師 Ｄ ― 0.65  ― 0.65 人 

木造建物Ｂ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.84  0.37  ― 1.21 人  
技 師 Ｂ 0.84  0.66  ― 1.50 人 
技 師 Ｃ 0.84  0.61  ― 1.45 人 
技 師 Ｄ ― 0.50  ― 0.50 人 

木造建物Ｃ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.46  0.23  ― 0.69  人  
技 師 Ｂ 0.46  0.74  ― 1.20  人 
技 師 Ｃ 0.46  0.32  ― 0.78 人 
技 師 Ｄ ― 0.55  ― 0.55 人 

木造特殊建物 棟 
50 ㎡以上 

70 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.57  0.28  ― 0.85  人  
技 師 Ｂ 0.57  0.65  ― 1.22  人 
技 師 Ｃ 0.57  0.23  ― 0.80 人 
技 師 Ｄ ― 0.51  ― 0.51 人 

非木造建物 

（用途区分） 

イ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 1.17  0.36  ― 1.53 人  
技 師 Ｂ 1.17  0.65  ― 1.82 人 
技 師 Ｃ 1.17  0.33  ― 1.50 人 
技 師 Ｄ ― 0.60  ― 0.60 人 

非木造建物 

（用途区分） 

ロ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 1.00  0.38  ― 1.38 人  
技 師 Ｂ 1.00  0.73  ― 1.73 人 
技 師 Ｃ 1.00  0.54  ― 1.54 人 
技 師 Ｄ ― 0.74  ― 0.74 人 

非木造建物 

（用途区分） 

ハ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.66  0.23  ― 0.89 人  
技 師 Ｂ 0.66  0.68  ― 1.34  人 
技 師 Ｃ 0.66  0.38  ― 1.04  人 
技 師 Ｄ ― 0.63  ― 0.63 人 

注１ 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表１７－１－３、表１７－１－４及び表１７－１－５の補正率表を適用する

ものとする。 

注２  建物 1 棟が複数の区分所有権者又は借家人によって集合住宅となっているときには、本表によらず表１７－１－１１

により直接人件費の積算を行うものとする。 

５  事後調査 
（１）建物の調査 

建物敷地内の建物の事後調査（費用負担額の算定を除く。）に要する直接人件費の積算は、表１６－１－１０によ

り行うものとする。ただし、建物内部の調査を拒否されたものについては、歩掛（調査外業、調査内業（図面等））

を 60 パーセントに補正するものとする。なお、本歩掛には水準測量を含むものとする。 

 
表１６－１－１０ 

 

区 分 単位 規 模 職 種 
外  業 内 業 

計 備  考 

調  査 図面等 積  算 

木造建物Ａ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.71  0.26  ― 0.97 人  
技 師 Ｂ 0.71  0.74  ― 1.45 人 
技 師 Ｃ 0.71  0.45  ― 1.16 人 
技 師 Ｄ ― 0.65  ― 0.65 人 

木造建物Ｂ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.84  0.37  ― 1.21 人  
技 師 Ｂ 0.84  0.66  ― 1.50 人 
技 師 Ｃ 0.84  0.61  ― 1.45 人 
技 師 Ｄ ― 0.50  ― 0.50 人 

木造建物Ｃ 棟 
70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.46  0.23  ― 0.69  人  
技 師 Ｂ 0.46  0.74  ― 1.20  人 
技 師 Ｃ 0.46  0.32  ― 0.78 人 
技 師 Ｄ ― 0.55  ― 0.55 人 

木造特殊建物 棟 
50 ㎡以上 

70 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.57  0.28  ― 0.85  人  
技 師 Ｂ 0.57  0.65  ― 1.22  人 
技 師 Ｃ 0.57  0.23  ― 0.80 人 
技 師 Ｄ ― 0.51  ― 0.51 人 

非木造建物 

（用途区分） 

イ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 1.17  0.36  ― 1.53 人  
技 師 Ｂ 1.17  0.65  ― 1.82 人 
技 師 Ｃ 1.17  0.33  ― 1.50 人 
技 師 Ｄ ― 0.60  ― 0.60 人 

非木造建物 

（用途区分） 

ロ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 1.00  0.38  ― 1.38 人  
技 師 Ｂ 1.00  0.73  ― 1.73 人 
技 師 Ｃ 1.00  0.54  ― 1.54 人 
技 師 Ｄ ― 0.74  ― 0.74 人 

非木造建物 

（用途区分） 

ハ 

棟 
200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.66  0.23  ― 0.89 人  
技 師 Ｂ 0.66  0.68  ― 1.34  人 
技 師 Ｃ 0.66  0.38  ― 1.04  人 
技 師 Ｄ ― 0.63  ― 0.63 人 

注１ 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表１６－１－３、表１６－１－４及び表１６－１－５の補正率表を適用する

ものとする。 

注２  建物 1 棟が複数の区分所有権者又は借家人によって集合住宅となっているときには、本表によらず表１６－１－１１

により直接人件費の積算を行うものとする。 
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表１７－１－１１ 
 

区 分 単位 規  模 職  種 
外  業 内 業 

計 備  考 

調  査 図面等 算  定 

区分所有建物等 戸 35 ㎡以上  

65 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.20 0.11 ― 0.31 人  
技 師 Ｂ 0.20 0.13 ― 0.33 人 
技 師 Ｃ 0.20 0.07 ― 0.27 人 
技 師 Ｄ ― 0.09 ― 0.09 人 

注１ 区分所有権者又は借家人が共同で使用する共用部分については、共用部分に応じた規模面積を１戸として計上するも

のとする。 
注２ 各戸当たり及び共用部分が、本表規模欄に定める面積以外の場合は、表１７－１－７の補正率表を適用するものとす

る。 
注３ 建物内部の調査を拒否されたものについては、歩掛（調査外業、調査内業（図面等））を 60 パーセントに補正するも

のとする。また、本歩掛には水準測量を含むものとする。 
 

（２）工作物の調査 
建物敷地内の工作物の事後調査（費用負担額の算定を除く。）に要する直接人件費の積算は、表１７－１－１２

によるものとし、本表敷地面積欄に定める面積以外の場合は、表１７－１－９の補正率表を適用するものとする。

なお、本歩掛には水準測量を含むものとする。 
表１７－１－１２ 

 

区 分 単位 敷地面積 職  種 
外  業 内 業 

計 備  考 

調  査 図面等 算定 

工  作  物 箇所 
100 ㎡以上 
300 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.41 0.21 ― 0.62 人  
技 師 Ｂ 0.41 0.38 ― 0.79 人 
技 師 Ｃ 0.41 0.28 ― 0.69 人 
技 師 Ｄ ― 0.34 ― 0.34 人 

注１ 工作物の調査範囲内で建物の調査区域とした範囲は、工作物の調査面積から除くものとする。 

注２ 駐車場（月ぎめ駐車場等）や店舗・工場等の大規模敷地内の一部の工作物のみの調査を行う場合も本歩掛により行う

ものとし、調査範囲が本表敷地面積欄に定める面積以外の場合は、表１７－１－９の補正率を適用するものとする。 

表１６－１－１１ 
 

区 分 単位 規  模 職  種 
外  業 内 業 

計 備  考 

調  査 図面等 算  定 

区分所有建物等 戸 35 ㎡以上  

65 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.20 0.11 ― 0.31 人  
技 師 Ｂ 0.20 0.13 ― 0.33 人 
技 師 Ｃ 0.20 0.07 ― 0.27 人 
技 師 Ｄ ― 0.09 ― 0.09 人 

注１ 区分所有権者又は借家人が共同で使用する共用部分については、共用部分に応じた規模面積を１戸として計上するも

のとする。 
注２ 各戸当たり及び共用部分が、本表規模欄に定める面積以外の場合は、表１６－１－７の補正率表を適用するものとす

る。 
注３ 建物内部の調査を拒否されたものについては、歩掛（調査外業、調査内業（図面等））を 60 パーセントに補正するも

のとする。また、本歩掛には水準測量を含むものとする。 
 

（２）工作物の調査 
建物敷地内の工作物の事後調査（費用負担額の算定を除く。）に要する直接人件費の積算は、表１６－１－１２

によるものとし、本表敷地面積欄に定める面積以外の場合は、表１６－１－９の補正率表を適用するものとする。

なお、本歩掛には水準測量を含むものとする。 
表１６－１－１２ 

 

区 分 単位 敷地面積 職  種 
外  業 内 業 

計 備  考 

調  査 図面等 算定 

工  作  物 箇所 
100 ㎡以上 
300 ㎡未満 

技 師 Ａ 0.41 0.21 ― 0.62 人  
技 師 Ｂ 0.41 0.38 ― 0.79 人 
技 師 Ｃ 0.41 0.28 ― 0.69 人 
技 師 Ｄ ― 0.34 ― 0.34 人 

注１ 工作物の調査範囲内で建物の調査区域とした範囲は、工作物の調査面積から除くものとする。 

注２ 駐車場（月ぎめ駐車場等）や店舗・工場等の大規模敷地内の一部の工作物のみの調査を行う場合も本歩掛により行う

ものとし、調査範囲が本表敷地面積欄に定める面積以外の場合は、表１６－１－９の補正率を適用するものとする。 
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６  算  定 
算定とは、事務処理要領第 6 条（費用負担の要件）に定めるところにより算定が必要と認められる建物及び工作物に 

ついて費用負担額の算定を行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１７－１－１３により行うものとする。 
なお、本歩掛は建物等の損傷箇所を補修する方法による費用負担額の算定の場合に適用するものとし、建物等の構造 

部の矯正による算定及び復元による算定の場合は、本歩掛を適用せず、別途見積等を徴収して対応するものとする。 

 
表１７－１－１３ 

 

区 分 単位 規 模 職種 
外  業 内 業 

計 備  考 

調  査 図面等 算  定 

木造建物 棟 70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ ― 0.21  0.12  0.33 人  

技 師 Ｃ ― 0.72  0.24  0.96 人 

技 師 Ｄ ― ― 0.14  0.14 人 

非木造建物 棟 200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ ― 0.38  0.26  0.64 人  

技 師 Ｃ ― 1.14  0.34  1.48 人 

技 師 Ｄ ― ― 0.15  0.15 人 

区分所有建物等 戸 
35 ㎡以上 
65 ㎡未満 

技 師 Ａ ― 0.10  0.07  0.17 人  

技 師 Ｃ ― 0.25  0.13  0.38 人 

技 師 Ｄ ― ― 0.04  0.04 人 

工  作  物 箇所 
100 ㎡以上 
300 ㎡未満 

技 師 Ａ ― 0.18  0.12  0.30 人  

技 師 Ｃ ― 0.41  0.13  0.54 人 

技 師 Ｄ ― ― 0.08  0.08 人 

注１ 木造特殊建物は、木造建物として取り扱うものとする。 

注２ 区分所有権者又は借家人が共同で使用する共用部分については、共用部分に応じた規模面積を１戸として計上するも

のとする。 
注３ 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表１７－１－３、表１７－１－５、表１７－１－７及び表１７－１－９の

補正率表を適用するものとする。 

 
［二］  費用負担の説明 

費用負担の説明とは、公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る費用負担額

の算定内容等（以下「費用負担の内容等」という。）の説明を行うことをいい、次の各項目により行うものとする。 
なお、この場合の歩掛は、受注者が 2 名以上の編成で行うことを前提としたものである。 

 
 
１  打合せ協議 

中間打合せの回数は、２回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。 
 

２  現地踏査 
現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算

は、表１７－２－１により行うものとする。 
表１７－２－１ 

 

種 目 単 位 規  模 職 種 外  業 備 考 

現地踏査 業 務 ― 

 

技 師 Ａ 0.50 人  

技 師 Ｂ 0.50 人 

技 師 Ｃ 0.50 人 

６  算  定 
算定とは、事務処理要領第 6 条（費用負担の要件）に定めるところにより算定が必要と認められる建物及び工作物に 

ついて費用負担額の算定を行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１６－１－１３により行うものとする。 
なお、本歩掛は建物等の損傷箇所を補修する方法による費用負担額の算定の場合に適用するものとし、建物等の構造 

部の矯正による算定及び復元による算定の場合は、本歩掛を適用せず、別途見積等を徴収して対応するものとする。 

 
表１６－１－１３ 

 

区 分 単位 規 模 職種 
外  業 内 業 

計 備  考 

調  査 図面等 算  定 

木造建物 棟 70 ㎡以上 

130 ㎡未満 

技 師 Ａ ― 0.21  0.12  0.33 人  

技 師 Ｃ ― 0.72  0.24  0.96 人 

技 師 Ｄ ― ― 0.14  0.14 人 

非木造建物 棟 200 ㎡以上 

400 ㎡未満 

技 師 Ａ ― 0.38  0.26  0.64 人  

技 師 Ｃ ― 1.14  0.34  1.48 人 

技 師 Ｄ ― ― 0.15  0.15 人 

区分所有建物等 戸 
35 ㎡以上 
65 ㎡未満 

技 師 Ａ ― 0.10  0.07  0.17 人  

技 師 Ｃ ― 0.25  0.13  0.38 人 

技 師 Ｄ ― ― 0.04  0.04 人 

工  作  物 箇所 
100 ㎡以上 
300 ㎡未満 

技 師 Ａ ― 0.18  0.12  0.30 人  

技 師 Ｃ ― 0.41  0.13  0.54 人 

技 師 Ｄ ― ― 0.08  0.08 人 

注１ 木造特殊建物は、木造建物として取り扱うものとする。 

注２ 区分所有権者又は借家人が共同で使用する共用部分については、共用部分に応じた規模面積を１戸として計上するも

のとする。 
注３ 本表規模欄に定める面積以外の場合は、表１６－１－３、表１６－１－５、表１６－１－７及び表１６－１－９の

補正率表を適用するものとする。 

 
［二］  費用負担の説明 

費用負担の説明とは、公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る費用負担の

有無、費用負担額の算定内容等（以下「費用負担の内容等」という。）の説明を行うことをいい、次の各項目により行

うものとする。 
なお、この場合の歩掛は、受注者が 2 名以上の編成で行うことを前提としたものである。 

 
１  打合せ協議 

中間打合せの回数は、２回を標準とし、必要に応じて打合せ回数を増減する。 
 

２  現地踏査 
現地踏査の費用内容及び取扱いは、第６建物等の調査 ３現地踏査に準ずるものとし、これに要する直接人件費の積算

は、表１６－２－１により行うものとする。 
表１６－２－１ 

 

種 目 単 位 規  模 職 種 外  業 備 考 

現地踏査 業 務 ― 

 

技 師 Ａ 0.60人  

技 師 Ｂ 0.60人 

技 師 Ｃ 0.60人 
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３  概況ヒアリング等 
概況ヒアリング等は、概況ヒアリング及び費用負担の説明の対象となる権利者等と面接し、費用負担の説明を行う

ことについての協力依頼を行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１７－２－２により行うものとす

る。 
表１７－２－２ 

 

種  目 単位 規  模 職  種 外  業 内  業 計 備  考 

概況 

ヒアリング 

等 

権利者 ― 

主任技師 ― 0.04  0.04 人  

技 師 Ａ 0.06 0.04  0.10 人 

技 師 Ｃ 0.06 0.04  0.10 人 

注 １ 技師Ａ 1 名、技師Ｃ 1 名の 2 名編成で行うことを前提としたものである。ただし、概況ヒアリングには、主任

技師が加わるものとする。 
注 ２ 直接人件費＝単価×権利者数 

 
 
 
４  説明資料の作成等 

説明資料の作成等は、権利者ごとの処理の方針の検討、費用負担の内容等の確認、説明資料の作成等を行うものとし、これ

に要する直接人件費の積算は、表１７－２－３ により行うものとする。 

 
表１７－２－３ 

 

種  目 単位 規  模 職  種 外  業 内  業 計 備  考 

説明資料 

の作成等 
権利者 ―― 

主任技師 ― 0.04  0.04 人  

技 師 Ａ ― 0.12  0.12 人 

技 師 Ｃ ― 0.24  0.24 人 

注  直接人件費＝単価×権利者数 
 
５  費用負担説明 

費用負担説明は、費用負担の内容等の説明、記録簿の作成を行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表 
１７－２－４により行うものとする。 

表１７－２－４ 
 

種  目 単位 規  模 職  種 外  業 内  業 計 備  考 

費用負担 

説明 
権利者 ―― 

主任技師 ― 0.08  0.08 人  

技 師 Ａ 1.57  0.08  1.65 人 

技 師 Ｃ 1.57  0.46  2.03 人 

注  直接人件費＝単価×権利者数 

３  概況ヒアリング等 
概況ヒアリング等は、概況ヒアリング及び費用負担の説明の対象となる権利者等に対し、面接等により費用負担の説

明を行うことについての協力依頼を行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表１６－２－２により行うもの

とする。 
表１６－２－２ 

 

種  目 単位 規  模 職  種 外  業 内  業 計 備  考 

概況 

ヒアリング 

等 

権利者 ― 

主任技師 ― 0.04  0.04 人  

技 師 Ａ 0.05 0.04  0.09人 

技 師 Ｃ 0.05 0.04  0.09人 

注 １ 概況ヒアリング等は、技師Ａ 1 名、技師Ｃ 1 名の 2 名編成で行うことを前提としたものである。ただし、概況ヒ

アリングには、主任技師が加わるものとする。 
注 ２ 直接人件費＝単価×権利者数 

 
 
 
４  説明資料の作成等 

説明資料の作成等は、権利者ごとの処理の方針の検討、費用負担の内容等の確認、説明資料の作成等を行うものとし、これ

に要する直接人件費の積算は、表１６－２－３ により行うものとする。 

 
表１６－２－３ 

 

種  目 単位 規  模 職  種 外  業 内  業 計 備  考 

説明資料 

の作成等 
権利者 ―― 

主任技師 ― 0.04  0.04 人  

技 師 Ａ ― 0.11 0.11人 

技 師 Ｃ ― 0.21 0.21人 

注  直接人件費＝単価×権利者数 
 
５  費用負担説明 

費用負担説明は、費用負担の内容等の説明、記録簿の作成を行うものとし、これに要する直接人件費の積算は、表 
１６－２－４により行うものとする。 

表１６－２－４ 
 

種  目 単位 規  模 職  種 外  業 内  業 計 備  考 

費用負担 

説明 
権利者 ―― 

主任技師 ― 0.10 0.10人  

技 師 Ａ 1.45 0.10 1.55人 

技 師 Ｃ 1.45 0.36 1.81人 

注  直接人件費＝単価×権利者数 
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（別表） 

設  計  数  量  表  示  単  位  一  覧  表 

区分 種 別 細 別 単  位 数 位 備 考 

共

通 

打合せ協議  業務 1 中間打合せの回数は各区分ごとに記
載の標準回数を参照のこと。 

作業計画の策定  業務 1  
 

 
 

権

利

調

査 

作業計画  業務 1  
打合せ協議 当初 回 1  

中間 回 1  
公図等の転写  ㎡ 100 （注１）数量が 1,000  ㎡未満の場合 

は数位を 10 ㎡とする。 地積測量図転写  ㎡ 100 
土地の登記記録の調査  ㎡ 100 
建物の登記記録の調査  戸 1  
権利者確認調査 当初 ㎡ 100 （注１） 

権利者確認調査 追跡 人 1  
公図等転写連続図作成  ㎡ 100 （注１） 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
法令関係資料の調査  ㎡ 100 （注１） 

現況利用調査  ㎡ 100 （注１） 

聞き取り等調査（自治体）  機関 1  
登記履歴調査・ 

住宅地図等調査 

 ㎡ 100 （注１） 

地形図等調査  ㎡ 100 （注１） 

聞き取り調査 

（地元精通者等） 

 ㎡ 100 （注１） 

報告書作成  業務 1  
 
 

建

物

等

の

調

査 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
木造建物  棟 1  
木造特殊建物  棟 1  
非木造建物  棟 1  
建物 見積 棟 1  

建物等の法令適合性の調査  棟 1  
機械設備  事業所 1  
機械設備 見積 台 1  
生産設備  設備 1  
生産設備 見積 台 1  
附帯工作物  戸 1  
附帯工作物 工場等の敷地 箇所 1  
独立工作物  箇所 1  
独立工作物 見積 箇所 1  

立竹木  ㎡ 100 （注１） 

庭園  箇所 1  
墳墓等  ㎡ 1  
墓地管理者等調査  使用者 1  
建物等の残地移転要件の該当性の 

検討 

 権利者 1  

照応建物の設計案の作成等 建物計画案の策定 案 1  
照応建物の設計案の作成 案 1  

 

営

業

そ

の

他

の

調

査 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
営業  事業所 1  
仮営業所設置 ﾌﾟﾚﾊﾞﾌﾞﾘｰｽ 事業所 1  

賃貸物件 事業所 1  
居住者  世帯 1  

 

動産 

一般住家、農家住宅 戸 1  
店舗 店舗 1  
事務所、工場、倉庫 事業所 1  

その他通損 仮住居、借家人 世帯 1  
移転雑費 所有者 1  

（別表） 

設  計  数  量  表  示  単  位  一  覧  表 

区分 種 別 細 別 単  位 数 位 備 考 

共

通 

打合せ協議  業務 1 中間打合せの回数は各区分ごとに記
載の標準回数を参照のこと。 

作業計画の策定  業務 1  
 

 
 

権

利

調

査 

作業計画  業務 1  
打合せ協議 当初 回 1  

中間 回 1  
公図等の転写  ㎡ 100 （注１）数量が 1,000  ㎡未満の場合 

は数位を 10 ㎡とする。 地積測量図転写  ㎡ 100 
土地の登記記録の調査  ㎡ 100 
建物の登記記録の調査  戸 1  
権利者確認調査 当初 ㎡ 100 （注１） 

権利者確認調査 追跡 人 1  
公図等転写連続図作成  ㎡ 100 （注１） 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
法令関係資料の調査  ㎡ 100 （注１） 

現況利用調査  ㎡ 100 （注１） 

聞き取り等調査（自治体）  機関 1  
登記履歴調査・ 

住宅地図等調査 

 ㎡ 100 （注１） 

地形図等調査  ㎡ 100 （注１） 

聞き取り調査 

（地元精通者等） 

 ㎡ 100 （注１） 

報告書作成  業務 1  
 
 

建

物

等

の

調

査 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
木造建物  棟 1  
木造特殊建物  棟 1  
非木造建物  棟 1  
建物 見積 棟 1  

建物等の法令適合性の調査  棟 1  
機械設備  事業所 1  
機械設備 見積 台 1  
生産設備  設備 1  
生産設備 見積 台 1  
附帯工作物  戸 1  
附帯工作物 工場等の敷地 箇所 1  
独立工作物  箇所 1  
独立工作物 見積 箇所 1  

立竹木  ㎡ 100 （注１） 

庭園  箇所 1  
墳墓等  ㎡ 1  
墓地管理者等調査  使用者 1  
建物等の残地移転要件の該当性の 

検討 

 権利者 1  

照応建物の設計案の作成等 建物計画案の策定 案 1  
照応建物の設計案の作成 案 1  

 

営

業

そ

の

他

の

調

査 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
営業  事業所 1  
仮営業所設置 ﾌﾟﾚﾊﾞﾌﾞﾘｰｽ 事業所 1  

賃貸物件 事業所 1  
居住者  世帯 1  

 

動産 

一般住家、農家住宅 戸 1  
店舗 店舗 1  
事務所、工場、倉庫 事業所 1  

その他通損 仮住居、借家人 世帯 1  
移転雑費 所有者 1  
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   又は世帯   

その他 仮住居有 世帯 1  
仮住居無 世帯 1  

 

 

予

備

調

査 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
関係資料収集  権利者 1  
企業内容等の調査  事業所 1  
敷地使用実態の調査  事業所 1  
駐車場等の使用実態追加調査  回 1  
建物調査  棟 1  
機械設備等調査  事業所 1  
移転計画案の作成  事業所 1  

 

移

転

工

法

案

の

検

討 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
関係資料収集  権利者 1  
企業内容等の調査  事業所 1  
敷地使用実態の調査  事業所 1  
駐車場等の使用実態追加調査  回 1  
移転工法案の作成  事業所 1  
照応建物の詳細設計等 図面作成費 枚 1  
機械設備設計  事業所 1  
機械設備設計 見積 台 1  

再 

算

定

業

務 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  権利者 1  
営業再調査･再算定  事業所 1  
仮営業所設置再調査･再算定 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞﾘｰｽ 事業所 1  

賃貸物件 事業所 1  
 

土

地

評

価 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
地域区分及び標準地選定等  業務 1  
標準地価格の算定  標準地 1  
各画地の評価格算定  1 画地 1  
残地補償算定  1 画地 1  
評価格の調整  業務 1  

補 

償

説

明

等 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
概況ﾋｱﾘﾝｸﾞ等  権利者 1  
説明資料の作成  権利者 1  
補償説明  権利者 1  

消費 

税等

調査 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
消費税等調査 営業調査有 事業者 1  

営業調査無 事業者 1  
事業 
認定

申請

図書

等の

作成 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
現地調査等  業務 1  
資料の収集及び作成  業務 1  
調書等の作成  業務 1  
添付図面の作成  業務 1  

 

裁

決

申

請

図

書

等

の

作

成 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査 物件有 件 1  

物件無 件 1  
資料の整理・検討  件 1  
裁決申請書（案）等の作成  件 1  
図面の作成 起業地表示図等 件 1  

土地調書添付図面 筆 1  
その他参考図書の作成  件 1  
審理等における配布図書等の作成 物件有 件 1  

物件無 件 1  
審理概要書の作成  回 1  

 

   又は世帯   

その他 仮住居有 世帯 1  
仮住居無 世帯 1  

 

 

予

備

調

査 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
関係資料収集  権利者 1  
企業内容等の調査  事業所 1  
敷地使用実態の調査  事業所 1  
駐車場等の使用実態追加調査  回 1  
建物調査  棟 1  
機械設備等調査  事業所 1  
移転計画案の作成  事業所 1  

 

移

転

工

法

案

の

検

討 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
関係資料収集  権利者 1  
企業内容等の調査  事業所 1  
敷地使用実態の調査  事業所 1  
駐車場等の使用実態追加調査  回 1  
移転工法案の作成  事業所 1  
照応建物の詳細設計等 図面作成費 枚 1  
機械設備設計  事業所 1  
機械設備設計 見積 台 1  

再 

算

定

業

務 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  権利者 1  
営業再調査･再算定  事業所 1  
仮営業所設置再調査･再算定 ﾌﾟﾚﾊﾌﾞﾘｰｽ 事業所 1  

賃貸物件 事業所 1  
 

土

地

評

価 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
地域区分及び標準地選定等  業務 1  
標準地価格の算定  標準地 1  
各画地の評価格算定  1 画地 1  
残地補償算定  1 画地 1  
評価格の調整  業務 1  

補 

償

説

明

等 

 

  

（削る） 

 

消費 

税等

調査 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
消費税等調査 営業調査有 事業者 1  

営業調査無 事業者 1  
事業 
認定

申請

図書

等の

作成 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
現地調査等  業務 1  
資料の収集及び作成  業務 1  
調書等の作成  業務 1  
添付図面の作成  業務 1  

 

裁

決

申

請

図

書

等

の

作

成 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査 物件有 件 1  

物件無 件 1  
資料の整理・検討  件 1  
裁決申請書（案）等の作成  件 1  
図面の作成 起業地表示図等 件 1  

土地調書添付図面 筆 1  
その他参考図書の作成  件 1  
審理等における配布図書等の作成 物件有 件 1  

物件無 件 1  
審理概要書の作成  回 1  
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 現地調査関係図書の作成 物件有 件 1  
物件無 件 1  

現地調査概要書の作成  回 1  
 

明渡

裁決

申立

図書

等の

作成 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査 物件有 件 1  

物件無 件 1  
資料の整理・検討  件 1  
明渡裁決申立書(案)等の作成 物件有 件 1  

物件無 件 1  
図面の作成 物件調書添付図の作成 件 1  
その他参考図書の作成  件 1  

 

事前

調査

事後

調査

及び

算定 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
事前調査 木造建物・木造特殊建 

物・非木造建物 

棟 1  

区分所有建物等 戸 1  
工作物 箇所 1  

事後調査 木造建物・木造特殊建 

物・非木造建物 

棟 1  

区分所有建物等 戸 1  
工作物 箇所 1  

算定 木造建物・木造特殊建 

物・非木造建物 

棟 1  

区分所有建物等 戸 1  
工作物 箇所 1  

 
費用 

負担

の 

説明 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
概況ヒアリング等  権利者 1  
説明資料等の作成等  権利者 1  
費用負担説明  権利者 1  

 

 現地調査関係図書の作成 物件有 件 1  
物件無 件 1  

現地調査概要書の作成  回 1  
 

明渡

裁決

申立

図書

等の

作成 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査 物件有 件 1  

物件無 件 1  
資料の整理・検討  件 1  
明渡裁決申立書(案)等の作成 物件有 件 1  

物件無 件 1  
図面の作成 物件調書添付図の作成 件 1  
その他参考図書の作成  件 1  

 

事前

調査

事後

調査

及び

算定 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
事前調査 木造建物・木造特殊建 

物・非木造建物 

棟 1  

区分所有建物等 戸 1  
工作物 箇所 1  

事後調査 木造建物・木造特殊建 

物・非木造建物 

棟 1  

区分所有建物等 戸 1  
工作物 箇所 1  

算定 木造建物・木造特殊建 

物・非木造建物 

棟 1  

区分所有建物等 戸 1  
工作物 箇所 1  

 
費用 

負担

の 

説明 

打合せ協議 中間打合せ 回 1  
現地踏査  業務 1  
概況ヒアリング等  権利者 1  
説明資料等の作成等  権利者 1  
費用負担説明  権利者 1  
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